
【国土交通省】地域公共交通確保維持改善事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0343）

地域公共交通確保維持改善事業は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・実
情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの導入等移動に当たっての
様々な障害（バリア）の解消等がされるよう、地域公共交通の確保・維持・改善を支援する事業です。

（イメージ写真・図）
単位当たりコスト
補助事業１件当たりコスト：99.5万円
（参考）単位：補助対象事業者数 2,875機関

国民１人当たりコスト： 23円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
6.7％

補助金・給付金事業型

フルコスト

補助金交付

補助金交付申請書及び
完了実績報告書の提出

交通事業者等

国
（国土交通省）

地域公共交通確保
維持改善事業の流れ

地域公共交通確保維持事業
（地域の実情に応じた生活交通の確保維持）

地域公共交通バリア解消促進等事業
（快適で安全な公共交通の実現）

地域公共交通調査等事業
（持続可能な地域公共交通の実現に向けた計画の策定）
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路
側
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＜支援の内容＞
○高齢者等の移動円滑化のためのノンステップバス、
福祉タクシーの導入、 鉄道駅における内方線付点状
ブロック等の整備
○地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等

＜支援の内容＞

○幹線バス交通や地域内交通の運行

・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の
運行や車両購入等を支援
・過疎地域等のコミュニティバス、デマンドタクシー、
自家用有償旅客運送等の運行や車両購入、貨客混
載の導入を支援
・旅客運送サービス継続のためのダウンサイジング等
の取組を支援

○離島航路・航空路の運航
・離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である
離島航路・航空路の運航等を支援

＜支援の内容＞
○公共交通のマスタープランである「地域公共交通計画」
の策定に資する調査等
○バリアフリー化を促進するためのマスタープラン・基本
構想の策定に係る調査

フルコスト（間接コスト） 28.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 8.7億円
物にかかるコスト 19.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 423.0億円
（現金給付等）

各地方運輸局等

報告・進達



【国土交通省】船舶の建造・運航における生産性向上事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0448）

船舶の建造・運航における生産性向上事業は、AI・IoT等の活用により、抜本的な生産性向上を図るため、船
舶・舶用機器の生産・運航におけるIoTやビッグデータ解析等を活用した先進的な技術・システムの開発等を実
施する事業に要する経費を支出（国→民間法人等）することにより、技術研究開発等を促進するものです。（補助
金は補助率１/2以内（技術・システムの開発等に係る基礎的な調査に要する経費については、定額））

単位当たりコスト
補助事業１件当たりコスト： 62.6万円
（参考）単位：補助事業実施件数 25件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
2.3％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,565万円
（内訳）
人にかかるコスト 1,371万円
物にかかるコスト 138万円
庁舎等（減価償却費） 32万円
事業コスト 23万円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 6.6億円

フルコスト

③補助金交付

事業者等

国
（国土交通省）

船舶の建造・運航における生産性向上事業の流れ

①公募

②交付申請

（現金給付等）



【国土交通省】国際競争力の高いスノーリゾート形成促進
事業（国際観光旅客税財源）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0279）

スノーリゾートは地方での長期滞在や消費拡大に向けての有力なコンテンツです。スキー・スノーボードを楽し
む訪日外国人旅行者が増加する中、スノーリゾートへのインバウンド需要をタイムリーかつ的確に取り込むため、
インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルの高い地域における国際競争力の高いスノーリゾート形成のた
めの取組を促進します。

単位当たりコスト
支援対象地域１地域当たりコスト： 29.0万円
（参考）単位：支援対象地域数 18地域

国民１人当たりコスト： 0.04円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.5％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 525万円
（内訳）
人にかかるコスト 480万円
物にかかるコスト 16万円
庁舎等（減価償却費） －万円
事業コスト 28万円
------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 9.5億円

〔取組例〕

アフタースキーを楽
しめる環境を整備し

外国人観光客の長
期滞在を促進

グリーンシーズン
も楽しめる環境を
整備し、通年での
誘客を促進

索道の再編や搬器
の大型化・高速化に
より、混雑を改善し、
快適性・満足度を向
上

高機能な降雪機の
導入により、営業期
間を最大化・明確化

・補助対象事業：

地域の関係者が一体となって策定した「国際競争力の高いスノーリゾー

ト形成計画」に位置づけられた以下の取組

○アフタースキーのコンテンツ造成

○グリーンシーズンのコンテンツ造成

○受入環境の整備（多言語対応、Wi-Fi整備、キャッシュレス対応、公衆トイレ
の洋式化等）

○外国人対応可能なインストラクターの確保

○二次交通の確保（スキー場間の周遊等のためのバス運行の実証実験）

○情報発信（プロモーション資材の作成等）

○スキー場インフラの整備（索道施設（ゴンドラ・リフト）の撤去、搬器の更新

（機能向上分）、 高機能な降雪機の導入、ICゲートシステムの導入）
※訪日外国人旅行者の誘客に地域一丸となって取り組む地域に絞って支援

・補助対象者：観光地域づくり法人（DMO）、民間事業者等
※インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルが高い地域の「国際競争力の
高いスノーリゾート形成計画」に位置づけられた事業の実施主体に限る。

・補助率：事業費の１/２

（現金給付等）

フルコスト 国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業（国際観光旅客税財源）の流れ

③形成計画に位置づけられ
た取組を支援（補助金交付）

国
（国交省）
①公募

②形成計画の提出
（補助金申請）



【国土交通省】地域型住宅グリーン化事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0119）

中小住宅生産者が地域の住宅関連事業者（原木供給者、建材流通事業者、建築士等）と連携して、耐久性等
に優れた長期優良住宅や省エネルギー性に特に優れたゼロエネルギー住宅、性能向上計画認定住宅、認定低
炭素住宅・建築物といった良質な住宅・建築物を供給する場合及び省エネ改修を行う場合に、通常の住宅を建
設する場合の工事費と比較した掛かり増し費用の1/2以下等について支援を行う事業です。

補助金・給付金事業型

地域型住宅グリーン化事業の流れ

民間事業者
木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能向上計画認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の整備及び
省エネ改修を実施

（一社）木を活かす建築推進協議会
木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能
向上計画認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の整備
及び省エネ改修に係る事業の提案の評価を行う事業
を実施

国
（国土交通省）

流通事業者、建築士、中小工務店等が連携して取り組む木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能向上
計画認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の建設及び省エネ改修に対し、国がその費用の一部を補助

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 4.2億円

うち（一社）木を活かす建築推進協議会
・ （一社）すまいづくりまちづくりセンター
連合会におけるフルコスト 4.1億円
（内訳）
業務費用（人件費） 2.3億円
業務費用（人件費以外） 1.7億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 115.4億円

単位当たりコスト
補助対象住宅・建築物の完了実績
１件当たりコスト： 42,318円
（参考）単位：補助対象住宅・建築物の完了実績件数 9,984件

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
3.6％

フルコスト

設備の高効率化

劣化対策

耐震性

維持管理・更新の容易性

外皮の
高断熱化

補助対象（住宅）のイメージ

（一社）すまいまちづくりセンター連合会
木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能
向上計画認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の整備
及び省エネ改修を行う民間事業者等に対する補助金
交付等の事務事業を実施

【公募・補助】 【公募・補助】

【公募・補助】

（現金給付等）（現金給付等）



【国土交通省】独立行政法人自動車事故対策
機構介護料支給業務

介護料支給業務では、自動車事故が原因で、脳、脊髄又は胸腹部臓器を損傷し、重度の後遺障害を持つた
め、移動、食事及び排泄など日常生活動作について常時又は随時の介護が必要な状態の方に介護料の支給
等を実施しています。

業務の概要

単位当たりコスト

延べ受給者１人当たりコスト：24,682円
（参考）単位：介護料延べ受給者数 18,646人

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
11.7％

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

-----------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0198-00）

うち（独）自動車事故対策機構
におけるフルコスト 4.4億円
（内訳）
業務費用（人件費） 2.0億円
業務費用（人件費以外） 2.4億円

減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円

-------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 39.2億円

フルコスト（間接コスト） 4.6億円

補助金・給付金事業型

• 特Ⅰ種
Ⅰ種該当者のうち、自力移動や自力摂食がで
きない等の障害がある方
月額 85,310円 ～ 211,530円

• Ⅰ種
自動車事故により脳損傷、脊髄損傷又は胸腹
部臓器損傷で常時介護を要する方
（自賠法施行令別表第一第１級の認定者）
月額 72,990円 ～ 166,950円

• Ⅱ種
自動車事故により脳損傷、脊髄損傷又は胸腹
部臓器損傷で随時介護を要する方
（自賠法施行令別表第一第２級の認定者）
月額 36,500円 ～ 83,480円

【支給対象及び支給額】

※療護施設に入院、労災・介護保険等法令に基づく介護
補償給付を受給、主たる生計維持者の合計所得金額
が年間1千万円を超える場合等は支給対象外。

（現金給付等） （現金給付等）

国
（国土交通省）

独立行政法人
自動車事故対策機構

国民
（受給者等）

補助金・運営費交付金
の交付

介護料の請求

フルコスト

独立行政法人自動車事故対策機構介護料支給業務の流れ

補助金・運営費交付金
の交付申請

介護料の支給



【国土交通省】国営公園維持管理事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0053）

国営公園維持管理事業は、我が国固有の優れた文化的資産の保存・活用等を図るため、又は一の都府県の
区域を越える広域的な見地から設置する国営公園において、公園施設の維持修繕・保守点検、植物管理、巡
視・利用案内など公園利用者の安全・安心の確保及びサービスの提供等を行うものです。

単位当たりコスト
年間入園者数１人当たりコスト：797円
（参考）単位：年間入園者数 20,078,883人

国民１人当たりコスト： 129円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
8.3％

フルコスト 160.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 6.1億円
物にかかるコスト 1.2億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 152.8億円
---------------------------------
（参考）自己収入 13.3億円

資源配分額 －億円

フルコスト

サービスの提供 公園の利用

国民等

国
（国土交通省）

国営公園維持管理事業の流れ

国営吉野ヶ里歴史公園

国営みちのく杜の湖畔公園 国営常陸海浜公園

国営昭和記念公園

受益者負担事業型

（現金給付等）



【国土交通省】海技資格制度運用事業

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0159）

受益者負担事業型

海技資格制度運用事業の流れ

国民等
（海技試験受験者、海技免状等申請・更新者、船舶所有者 等）

国
（国土交通省海事局海技課）

フルコスト

各地方運輸局 等
（海上安全環境部船員労働環境・海技資格課 等）

予算の配賦
指導・監督 等

報告・進達
問い合わせ 等

試験実施・免許等の交付
窓口対応 等

手数料（試験・免許等の申請）
届出・問い合わせ 等

事業の概要

海技資格制度運用事業は、「船舶職員及び小型船舶操縦者法」等に基づき、大型船舶（２０トン以上）に船
長・機関長等の船舶職員として乗り組むために必要な海技免許、小型船舶（２０トン未満）を操縦するために必要
な小型船舶操縦士免許などの海技資格制度に関する国家試験の実施、免状（免許証）の発行、原簿（名簿）の
データ管理等を適切に運用することにより、船舶の航行の安全を確保することを目的としています。

単位当たりコスト
海技免状等資格受有者数
１人当たりコスト： 199円
（参考）単位：海技免状、小型船舶操縦免許証等

受有者 4,127,026人

国民１人当たりコスト： 6円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
47.0％

フルコスト 8.2億円
（内訳）
人にかかるコスト 6.1億円
物にかかるコスト 0.5億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 1.4億円
---------------------------------
（参考）自己収入 3.8億円

資源配分額 －億円

資
格
取
得
希
望
者

登録船舶職員養成施設

乗船履歴取得

就職 筆
記
試
験

口
述
試
験

身
体
検
査

口
述
試
験

身
体
検
査

国 家 試 験

免許講習

免
許
申
請

（
各
地
方
運
輸
局
等
の
窓
口
）

海技免状交付

海技免許の取得フロー図

（現金給付等）



【国土交通省】航空従事者技能証明業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0171-00）

航空従事者技能証明業務は、操縦士や整備士等の航空業務に従事しようとする者に必要な知識及び技量を
有していると判定するため、学科試験及び実地試験を実施し、試験の合格者に航空従事者技能証明書を交付す
るものになります。

単位当たりコスト
申請者数当たりコスト： 45,687円
（参考）単位：申請者数 7,015人

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
37.9％

受益者負担事業型

フルコスト 3.2億円
（内訳）
人にかかるコスト 2.3億円
物にかかるコスト 0.2億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 0.6億円
---------------------------------
（参考）自己収入 1.2億円

資源配分額 －億円

フルコスト

試験の実施・技能証明書の交付 受験申請・手数料

申請者

国
（国土交通省）

航空従事者技能証明業務の流れ

学科試験

実地試験 技能証明書交付

事業用操縦士技能証明書
COMMERCIAL PILOT CERTIFICATE

技能証明番号

航空 太郎
TARO KOUKU

1965年 1月 1日
JAPAN
東京都千代田区霞ヶ関２－１

２００７年５月２４日

種類 飛行機
CAT.AEROPLANE

事業用操縦士技能証明書
COMMERCIAL PILOT CERTIFICATE

技能証明番号

航空 太郎
TARO KOUKU

1965年 1月 1日
JAPAN
東京都千代田区霞ヶ関２－１

２００７年５月２４日

種類 飛行機
CAT.AEROPLANE

（現金給付等）



【国土交通省】独立行政法人自動車事故対策
機構適性診断業務

適性診断業務は、運送事業の運転者を中心に、ドライバーの性格、安全運転態度、認知・処理機能・
視覚機能などについて、心理及び生理の両面から個人の特性を把握し、安全運転に役立つようきめ細か
いアドバイス、カウンセリングを行っております。
また、特定の運転者（初任運転者、高齢運転者及び事故惹起運転者）に対して義務付けられている適

性診断を実施しています。

業務の概要

単位当たりコスト

受診者１人当たりコスト： 4,533円
（参考）単位：受診者数 411,473人

国民１人当たりコスト： 15円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
83.7％

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

-----------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0198-00）

うち（独）自動車事故対策機構
におけるフルコスト 18.5億円
（内訳）
業務費用（人件費） 6.8億円
業務費用（人件費以外） 11.6億円

減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円

-------------------------------------------------------
（参考）自己収入 15.6億円

資源配分額 －億円

フルコスト 18.6億円

各種測定

受診後のカウンセリング適性診断結果

受益者負担事業型

（現金給付等） （現金給付等）

手数料収入

運営費交付金の交付

適性診断業務の実施

独立行政法人自動車事故対策機構適性診断業務の流れ

国
（国土交通省）

独立行政法人
自動車事故対策機構

フルコスト

国民
（受診者）

運営費交付金
の交付申請

受診の申込



【国土交通省】航空機操縦士養成事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0174-00、0175-
00）

航空機操縦士養成事業は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成
することにより、安定的な航空輸送の確保を図ることを目的とした事業です。

受益者負担事業型

航空機操縦士養成事業の流れ

授業料等

学生

独立行政法人航空大学校

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.1億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円
--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 41.7億円

うち航空大学校
におけるフルコスト 41.6億円
（内訳）
業務費用（人件費） 12.1億円
業務費用（人件費以外） 28.8億円
減価償却相当額 0.6億円
減損損失相当額 0.0億円
-------------------------------
（参考）自己収入 13.4億円

資源配分額 －億円

単位当たりコスト
年間教育人数１人当たりコスト ： 0.1億円
（参考）単位：年間教育人数 216人

国民１人当たりコスト ： 33円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
32.0％

フルコスト

学科・操縦教育

航空会社
就職

負担金

国（国土交通省）

運営費交付金・施設整備費補助金の配賦

（現金給付等） （現金給付等）



【国土交通省】不動産鑑定士試験事業

事業の概要

不動産鑑定士試験は、「不動産の鑑定評価に関する法律」第8条に基づき、不動産鑑定士になろうとする者
に必要な学識及びその応用能力を判定することを目的とし、短答式及び 論文式試験による筆記の方法で行
う国家試験です。

（イメージ写真・図）

単位当たりコスト
申込者１人当たりコスト 22,790円
（参考）単位：申込者数 2,802人

国民１人当たりコスト 0.5円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 6,385万円
（内訳）
人にかかるコスト 1,028万円
物にかかるコスト 103万円
庁舎等（減価償却費） 24万円
事業コスト 5,229万円
---------------------------------
（参考）自己収入 3,616万円

資源配分額 －万円

フルコスト

不動産鑑定士試験の実施 受験申込

受験者

国
（国土交通省土地鑑定委員会）

不動産鑑定士試験事業の流れ

（現金給付等）



【国土交通省】防災情報提供センター業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0088）

防災情報提供センター業務は、国土交通省関係局が保有する防災情報を集約し、リアルタイム雨量（広域版）
やリアルタイムレーダー、気象庁が保有する各種情報をインターネットを通じて国民に提供する業務です。
気象庁では、天気予報、気象警報、地震情報、津波情報、台風情報、火山情報、アメダス、気象衛星画像、雨

雲の動き等をホームページにより提供しています。

単位当たりコスト
ホームページアクセス
１件当たりコスト： 0.07円
（参考）単位：ホームページアクセス件数 63億件

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 4.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.8億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 3.7億円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円
（現金給付等）

防災情報提供センター業務の流れ

国土交通省各局が保有
する防災情報を集約

気象庁が保有する
防災情報を集約



【国土交通省】海技教育機構海技大学校運営事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0444）

海技教育機構海技大学校運営事業は、海技士の免許の取得、海技士としての実務能力の向上等を図るため
の教育や海外の船員教育機関の教員の教育等の海技教育業務を実施する事業です。また、船舶の運航及び練
習船を用いた教育に関する研究や船員となるための職業指導、国外の船員教育機関等への専門家の派遣等、
海技教育機構の業務に付帯する業務を実施しています。

（イメージ写真・図）

その他事業型

海技教育機構海技大学校運営事業の流れ

うち国におけるフルコスト 0.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.6億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 0.0億円
--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 8.9億円

うち海技大学校
におけるフルコスト 8.2億円
（内訳）
業務費用（人件費） 5.0億円
業務費用（人件費以外） 2.7億円
減価償却相当額 0.5億円
減損損失相当額 0.0億円
-------------------------------
（参考）自己収入 1.6億円

資源配分額 －億円

単位当たりコスト
学生、受講生１人当たりコスト： 58.9万円
（参考）単位：学生、受講生人数 1,519人

国民１人当たりコスト： 7円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト

（現金給付等） （現金給付等）

国（国土交通省）

運営費交付金等の配賦

＜座学授業風景＞ ＜機関室ｼﾐｭﾚｰﾀ訓練＞

＜溶接実習＞ ＜校内練習船「海技丸」＞

＜ﾚｰﾀﾞ･ARPAｼﾐｭﾚｰﾀ訓練＞ ＜研究発表会＞



【国土交通省】地殻変動等調査業務

（水準測量業務）

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0078）

地殻変動等調査業務（水準測量業務）とは、土地の高さを精密に測る技術で、これを継続的に実施することで
高さの変化を知ることができます。この水準測量から得られる結果は、南海トラフ等の海溝型地震の発生過程や
規模の推定など、地震に関する政府会議での検討に役立てられる他、建物等の構造物への被害や浸水被害の
拡大など生活環境に様々な影響を与える地盤沈下の状況把握や対策に役立てられます。

（イメージ写真・図）

その他事業型

地殻変動等調査業務（水準測量業務）の流れ

うち国土地理院実施の水準測量
におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 0.0億円
-----------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 2.7億円

単位当たりコスト

・国土地理院実施の水準測量延長１km当たりコスト： 11.3万円
（参考）単位：水準測量延長 113km

・業務委託の水準測量延長１km当たりコスト： 17.4万円
（参考）単位：水準測量延長 1,494km

うち業務委託の水準測量
におけるフルコスト 2.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.3億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 2.2億円
----------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト合計

国 （国土地理院）

国土地理院実施 業務委託

○測量作業の実施 ○測量作業（業務委託）の
設計・積算・契約・監督・検査

受注者

○測量作業の実施

（現金給付等）（現金給付等）



【参考】フルコストの算定方法について 
 フルコストの算定にあたっては、国家公務員給与等実態調査（人事院）及び省庁別財務

書類における業務費用計算書等を活用して算定しております。 
 
１．人にかかるコスト 
  国家公務員給与等実態調査より算定した平均給与額等に、事業・業務に従事する各職

員の概ねの業務量の割合を合計して算出した職員数を乗じて、当該事業・業務に係る

「人にかかるコスト」を算出しております。 
 
２．物にかかるコスト 
  業務費用計算書に計上されている庁費等の事務費の金額を、まずは各部局へ配分を行

い、次に各部局から事業単位へ配分して当該事業・業務に係る「物にかかるコスト」を

算出しております。 
 

３．庁舎等（減価償却費） 
  庁舎等（減価償却費）についても、上記「２．物にかかるコスト」と同様、業務費用

計算書に計上されている金額を、まずは各部局へ配分を行い、次に各部局から事業単位

へ配分して当該事業・業務に係る「庁舎等（減価償却費）」を算出しております。 
  ※一部事業においては、庁舎等（減価償却費）が算出できない事業があります。 
 
４．事業コスト 
  業務費用計算書に計上されている事業・業務に直接要する費用を事業コストとして算

出しております。なお、「補助金・給付金事業型」については、資源配分（現金等の給

付額）に要したコスト（間接コスト）をフルコストとして算出しているため、資源配分

額そのものは含まれておりません。 
 
５．独立行政法人等におけるフルコストの算定方法 
  独立行政法人等を通じて事業・業務を実施している場合においては、「セグメント情

報」や「行政コスト計算書」等を活用して、独立行政法人等において発生したコストを

算出しております。 
 
６．自己収入 
  手数料等として、税以外で直接受け入れた収入がある場合には、その額について算出

しております。 
 
７．資源配分額 
  国から交付された現金等が最終的に国民等へ行き渡った金額を算出しております。 

 
  



特記事項 
 
１．令和２年度については、新型コロナウイルス感染症により、事業コスト等に影響が 
生じている事業があります。 

 
【国営公園維持管理事業】 
  新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度の国営公園入園者数は大幅に 
減少しております。そのため、年間入園者数１人当たりコストは例年と比較すると高 
い金額となっております。 

（参考：令和元年度入園者数 32,164,286 人、令和２年度入園者数 20,078,883 人） 
 
【海技教育機構海技大学校運営事業】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度は、受講コースの延期・中止

により学生、受講生人数が減少しております。そのため、学生、受講生人数１人当た

りコストは例年と比較すると高い金額となっております。 
（参考：令和元年度学生、受講生人数 2,087 人、令和２年度学生、受講生人数 1,519
人） 

 
２．令和元年度までは、試行的な取組としてフルコスト情報の開示を行っておりました 
が、令和２年度より、本格的な取組としてフルコスト情報を開示しております。その 
際、算出方法等を一部変更しているため、試行的取組と同一の事業であっても令和元 
年度の計数と単純な経年比較ができない場合があります。 

 
 
各事業・業務についての問い合わせ先 
国土交通省大臣官房会計課 電話番号 03-5253-8111（内線：21813，21825） 


